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 2025 年選挙で民主党は、「住宅・医療・エネルギー」の生活負担軽減を前面に掲げ、地域の有権

者層に合わせた候補者擁立で圧勝した。こうした柔軟な戦略は、2026年の中間選挙に向けて党勢

を大きく後押しするものとなっている。 

 他方、43日間に及んだ史上最長の政府閉鎖は、民主党内の亀裂を露わにした。政府再開をめぐる

上院採決で 8 人の民主党議員が離反し、共和党の条件で再開に賛成したことで、中道派と進歩派

の間にくすぶる緊張が改めて浮き彫りとなった。目標の不一致が戦略不在を招き、党内指導部へ

の不信が広がっている。11 月 12 日に同法案の下院採択、トランプ大統領の署名で政府は再開し

たが、1月 30日の再閉鎖リスクを前に、民主党の統一方針はいまだ固まっていない。 

 トランプ大統領への無条件の忠誠が共和党の柔軟性を奪い、過激な言動や政策の影響を党全体が

背負う構図が続いている。中間選挙で歴史的に不利な「与党」の立場に加え、経済に対する不満と

関税による物価上昇も深刻な逆風となっている。 

 こうした状況に応じてトランプ氏は、薬価引き下げの再提案、農家支援、医療貯蓄口座拠出、2,000

ドル給付、50年住宅ローンなど、ポピュリスト的政策で家計支援を前面に押し出している。ただ

し、多くの経済学者は「インフレ再燃」や「関税負担の付け替え」に警鐘を鳴らしている。 

 共和党が議席を大きく失えば、トランプ氏の求心力は急低下し、党内で「ポスト・トランプ」の動

きが活発化しかねない。3期目の道がない中で、支持者の結束と党内統制を保てるかが最大の課題

となる。 

 11 月 4 日、米国各地で選挙が実施された。ニューヨーク市長選をはじめ、バージニア州やニュー

ジャージー州の知事選、さらには州議会・地方選に至るまで、民主党は 2025 年の「「オフイヤー選挙」
1「で相次いで勝利を収めた。西部では、カリフォルニア州の有権者が民主党に有利な形となる区割り

見直し案を圧倒的多数で承認し、テキサス州、ミズーリ州、ノースカロライナ州など、共和党主導の

区割り再編への対抗措置として注目を集めた。 

 政治対立の国政化が進む中、今回の選挙は有権者が大統領および与党の政権運営を初めて評価する

機会となった。物価高が続くなか、トランプ氏が選挙期間中に訴えていた「生活コストの引き下げ」

が実現していないとの受け止めが広がり、家計の圧迫感が与党への反発を後押ししたとみられる。 

 今回の選挙結果は、単なる経済状況への評価だけではない。移民取締りの名目で広がる人権侵害へ

の懸念や、主要都市への州兵派遣が象徴する「「強権化への警戒感」も背景にあるとみられる。さらに、

12 日に漸く解消した史上最長の政府閉鎖では、その影響は国民生活と企業活動にまで及んだ。とり

わけ航空管制官の不足による主要空港での遅延は、出張や物流に支障をもたらし、「政権が国の基本

 
1「「オフイヤー選挙（off-year「election）」とは、米国において大統領選挙および中間選挙（連邦議会下院・上院の

定期選挙）が実施されない奇数年に行われる、主に州・地方レベルの選挙を指す。一般的に投票率が低く、連邦レベ

ルの争点が少ないため、地方の利害関係者や組織化されたグループが影響力を発揮しやすいとされるが、今回はトラ

ンプ政権の政策に起因する物価上昇が大きな争点となった。 

2025年「オフイヤー」米選挙：生活負担が促す投票行動の変化 
経済、区割り、党内の揺らぎが左右する 2026年中間選挙の行方 
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的な機能すら維持できていない」との不信を強める要因となった。 

 こうした状況を踏まえれば、大統領が中間選挙を前に軌道修正を試みるのは自然な流れだ。しかし

今回のケースは、そう簡単にはいかない。というのも、トランプ氏は通常の大統領とは異なる性質を

持つからである。確かに最近は、現金給付など即効性のある政策を打ち出し、有権者の不満を和らげ

ようとする姿勢も見られる。だが、新政権に与えられるような「様子見の猶予」はすでになく、国民

の目は以前より厳しい。むしろ今後は、表面的な給付策ではなく、より根本的な政策転換を迫られる

可能性すらある。 

 とりわけ 2026年の中間選挙は、トランプ氏にとって政権の命運を左右する選挙となる。共和党が

大幅に議席を失えば、政権後半の立法アジェンダは停滞し、政権の実効性は急速に低下するだろう。

同時に党内では、「ポスト・トランプ時代」を見据えた動きが一気に加速し、同氏のレイムダック化が

早まる可能性が高い。問題は、こうした現実を踏まえて、トランプ氏がどこまで軌道修正する意思と

能力を持ち合わせているのか、そしてどの方向へ舵を切ろうとするのか、依然として見通しは不透明

である。 

１．2025年選挙・住民投票：結果分析 

（１）バージニア州知事選：生活費高騰とエネルギー問題が民主党圧勝を後押し 

 

 バージニア州知事選では、民主党のアビゲイル・スパンバーガー前下院議員が、事前予想を大きく

上回る得票差で勝利し、トランプ政権に対する明確な不信任を示す格好となった。その勢いは副知事・

司法長官選にも波及し、民主党は両選挙で圧勝。さらに州下院（House「of「Delegates）では 13議席

を奪還し、議席数を51から 64へと拡大した。これにより、民主党は知事・上下両院を掌握する「ト

ライフェクタ」を達成した。 

 今回の勝利を後押しした最大の要因は、生活費高騰への強い不満である。スパンバーガー氏は「ア

フォーダブル・バージニア計画」を掲げ、医療・住宅・エネルギー費の負担軽減を軸とするメッセー

ジを展開するとともに、トランプ関税を「別名の増税」と批判した。さらに、米政府によるアルゼン

チンへの400億ドル支援を「的外れ」と指摘し、「家計を最優先する」という姿勢を鮮明にした。特

に、長期化した政府閉鎖で給与支払いが滞った連邦職員が多く暮らすバージニア州北部では、こうし

た訴えが大きな共感を呼んだ。 

 もう一つの重要な争点は、世界最大級のデータセンター集積地となったバージニア州北部で顕在化

する電力問題である。同地域は世界の稼働中データセンター容量の約 13％を占め、電力需要の急増

42.46%
1,439,909

57.34%
1,944,186

Winsome Earle-Sears

Abigail Spanberger

スパンバーガー氏が大差で勝利、民主党はバージニア州政権の全権掌握を実現

出所：バージニア州政府 Department of Elections （2025年11月12日現在)
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がインフラや土地利用に深刻な負荷をかけている。電気料金の高騰2、送電網の逼迫、生活環境の悪化

といった懸念が住民の間で高まり、選挙の主要争点となった。スパンバーガー候補は再生可能エネル

ギーや蓄電設備の拡充を訴えるとともに、大手データセンター事業者に対し「応分の負担」を求める

姿勢を示した。 

 今回のバージニア州知事選は、今後の選挙動向を占う「「炭鉱のカナリア」とも言える。AI 開発の加

速に伴い電力需要はさらに増加するとみられ、エネルギー価格は 2026年の中間選挙に向けて全国的

な争点となる可能性が極めて高い。 

 そして、この勝利は民主党の全国的な選挙区再編戦略にも追い風となった。トランプ氏主導の下、

テキサス州、ミズーリ州、ノースカロライナ州などで共和党が党派的な区割りを進める中、民主党も

対抗措置を強化している。バージニア州上院では今回の選挙直前に、州議会に連邦下院選挙区の区割

り権限を付与する憲法改正案が可決され、民主党に有利な議席配分を見据えた布石が打たれた。 

（２）ニュージャージー州知事選：郊外の反乱と民主党の圧勝 

 

 ニュージャージー州では、民主党のマイキー・シェリル下院議員が知事選で圧勝し、近年勢いを増

していた共和党に明確な歯止めをかけた。全郡で民主党の得票率が 2021 年州知事選・2024 年大統

領選の両方を上回り、州全体で政治勢力図の「地殻変動」を印象づける結果となった。2021 年の知

事選では共和党のジャック・チャタレッリ氏が 3%差まで迫り、2024 年の大統領選でもハリス前大

統領の勝利幅が 5.9%にとどまっていたことを踏まえると、今回の開き方は際立っている。 

 投票率もきわめて高く、登録有権者の約 54％（360 万人）が投票した。非大統領選年としては1998

年以来の水準である。シェリル氏の勝利は議会選にも波及し、民主党は長年共和党が保持してきた複

数の州下院議席を奪還し、州議会下院での優位をさらに固めた。 

 出口調査では、有権者の 52％が「トランプ氏が投票判断に影響した」と回答しており、政権への

不満が選挙全体を左右したことが読み取れる。特に、ハンタードン郡やモリス郡といった富裕かつ高

学歴の郊外地域で離反が顕著だった。結果として、長年共和党の牙城とされてきたモリス郡が民主党

に転じ、他地域でも共和党の得票差は2009 年以降の平均の半分以下にまで縮小した。 

 他方、2024 年の大統領選でトランプ氏が広げたヒスパニック系・アジア系有権者の支持は、今回

はチャタレッリ氏に波及しなかった。むしろ、トランプ氏の移民に対する強硬姿勢への反発を背景に、

 
2「同州の独立監視機関は 2024 年 12 月、バージニア州の電力需要が今後 10 年間でほぼ倍増する可能性があると警

告しており、これに伴い 2040 年までにドミニオン・エナジーの一般家庭向け月額料金が最大 37 ドル上昇する恐れ

があるとしている。 

42.80%
1,397,226

56.60%
1,847,735

Jack Ciattarelli

Mikie Sherrill

シェリル氏の勝利により民主党の州政権掌握が拡大

出所：The New York Times (2025年11月25日現在)
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ヒスパニック系住民が多い地域では投票率が上昇し、「民主主義と権威主義的傾向のどちらを選ぶの

か」という構図が明確に意識されたとされる。移民支援団体「メイク・ザ・ロード・アクション・ニ

ュージャージー」のネディア・モルシー代表は、「有権者ははっきりと意思を示した。独裁ではなく民

主主義を選んだ」と述べた。 

（３）ニューヨーク市長選挙 

 

 ニューヨーク市長選では、「民主社会主義者」を自称する民主党のゾーラン・マムダニ州下院議員

が、無所属のアンドリュー・クオモ前知事を破って当選し、大きな注目を集めた。住宅・食料・保育・

交通といった生活費の急騰への不満が頂点に達する中で行われた今回の選挙では、有権者数が前回

（2021年）の約1.8 倍となる約200万人に達し、1969 年以来の高い投票率となった。これほどの

動員が実現したこと自体、経済的閉塞感の深刻さを物語っている。 

 一方で、トランプ政権への評価が投票行動に与えた影響は限定的だった。出口調査では、有権者の

58％が「トランプは判断材料にならなかった」と回答しており、バージニア州やニュージャージー州

とは異なり、「反トランプ」ではなく、生活コストへの直接的な怒りが主要な原動力になったことが

うかがえる。 

 マムダニ氏は、こうした有権者の意識に真正面から応える形で、市民生活の負担軽減を軸とした積

極的な社会政策を提示した。無料バスの導入、市営スーパーの設置、家賃凍結、無償保育など、都市

政策としても踏み込んだ構想が並び、一部から「非現実的」との批判を受けたものの、若年層やマイ

ノリティ層、進歩派の支持を幅広く取り込む結果となった。スパンバーガー氏やシェリル氏が「「中道

路線「×「生活費高騰への対応」で勝利したのに対し、マムダニ氏は「「進歩派色の強い再分配政策「×「都

市の実情」という異なるアプローチで同じ課題に応えた点が特徴的である。 

 この構図は、民主党における中道派と進歩派の共存性を示唆している。財政規律を重視する中道派

と、再分配を柱とする進歩派が、同じ「生活負担の軽減」という共通課題のもとで、それぞれ異なる

政策的解を提示し、多様性を保ちながら支持を広げている。米国で資本主義への信頼が揺らぎ、民主

社会主義への理解が徐々に広がる中、こうした政策的スペクトラムの幅広さは民主党の強みになりつ

つある（もっとも、選挙戦略次第では弱点にもなり得る点は後述の通りである）。 

 さらに、有権者の意識そのものにも変化が見られる。物価高や生活の圧迫感が続く中で、選挙の焦

点は「資本主義か社会主義か」といったイデオロギー論争よりも、より具体的で実生活に直結する成

果へと移りつつある。実際、近年は資本主義への信頼が低下し、とりわけ無党派層や民主党支持層で

その傾向が強まっている一方、社会主義に対する印象はこの 10年で緩やかに改善している。 

  

  

7.10%
146,137

41.60%
854,995

50.40%
1,036,051

Curtis Sliwa

Andrew Cuomo

Zohran Mamdani

34歳の民主社会主義者が勝利、記録的投票率のもとで既存政治への強い批判が表面化

出所：The New York Times (2025年11月25日現在)

ニューヨーク市長選挙結果
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 かつては政治的に「「急進的」と見なされがちだった政策「（有給の家族・医療休暇、ユニバーサル就

学前教育（Pre-K）、手頃な保育支援）は、バイデン政権の2021年「アメリカ家族計画（American「

Families「Plan）」の中心的柱を成し、その後は民主党の中道派・進歩派を問わず、幅広い候補者が取

り入れる政策パッケージとなっている。 

 

 

 

 有権者の最優先課題が依然として「アフォーダビリティ」であるなか、民主党にとって今後の課題

は、今回の勢いを維持しつつ、党内の路線対立をどう乗り越えるかにある。2024 年大統領選の敗因

を検証する「事後分析（autopsy）」は、民主党が経済問題をどのように位置づけ、異なるイデオロギ

ーのバランスをどう取っていくのかを示す重要な手がかりになるとみられている。今後の2026 年中

間選挙に向け、党の戦略的方向性を占う材料となるだろう。 

  

61
54

36
39

「好意的」回答率（％）

 30

 40

 50

 60

 70

 80

2010 2012 2016 2018 2019 2021 2025

資本主義

社会主義

資本主義・社会主義に対する好意的評価の推移

調査質問：「率直に言って、それぞれについて好意的・否定的のどちらの印象を持っていますか？」

出所：Gallup
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出所： Gallup
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（4）カリフォルニア州：選挙区再編をめぐる住民投票 

 

 西部カリフォルニア州では、選挙区再編（区割り）に関する住民投票「提案 50 号（Proposition「

50）」が、賛成 65％・反対 35％という大差で可決された。これにより、2026 年から 2030 年まで

の連邦下院選挙では、独立再編委員会が作成した現行区割りを一時停止し、州議会が新たな選挙区図

を作成できるようになる。専門家の試算では、この変更により民主党が最大5議席を上積みできる可

能性がある。 

 今回の動きは、トランプ氏の呼びかけを受けて、テキサス州、ミズーリ州、ノースカロライナ州な

ど複数州で共和党が主導する区割り再編が加速していることへの対抗措置と位置づけられる。これら

の州では、2026年の中間選挙を見据えた新区割りが相次いで成立し、合計で 7議席程度が共和党寄

りに傾くと見込まれている。 

 これに対し、カリフォルニア州をはじめ、バージニア州、メリーランド州など民主党知事の州は、

自らの地盤で逆方向の区割り再編を進めており、民主党側では 5～6議席の取り返しが期待されてい

る。両党が同時に動くことで、区割りをめぐる全米規模の攻防は拮抗しつつあり、通常の 10年サイ

クルとは別に、いわば「中間期における再区割り合戦」が新たな局面に入った格好だ。 

 もっとも、オハイオ州、インディアナ州、ユタ州などでは共和党の再編作業が進行中で、最終的な

議席バランスはなお流動的である。それでも、民主党がこれまで避けてきた積極的な区割り戦術を本

格的に採り始めたことは重要で、州ごとの対応が全国的な政治闘争の一部になっている現状を示して

いる。今や「どの党が議会地図を描くか」が、選挙結果を左右する最も重要な要素のひとつになりつ

つある。 

（5）ペンシルベニア州：最高裁判事の留任承認で民主党優位を維持 

 ペンシルベニア州では、最高裁判事3名の留任が有権者の支持を得て承認され、民主党系判事が5

対 2で多数を占める現体制が引き続き維持されることになった。同州最高裁は近年、政治制度・選挙

制度の方向性を大きく左右してきた存在であり、今回の判断によって、その影響力が今後も一貫して

継続される見通しとなった。 

 民主党優位の同裁判所は、これまで共和党が作成した連邦下院選挙区割りを2018 年に違憲と判断

し、2022 年には郵便投票を認める州法を合憲とし、2024 年にはメディケイドによる中絶補償を認

めない従来判例を覆すなど、州の政治環境を大きく方向づける重要な判決を積み重ねてきた。こうし

た流れを踏まえると、今回の留任承認は、今後も同裁判所が選挙制度や主要政策をめぐる争点に対し、

民主党にとって安定した判断を下し続ける基盤が確保されたことを意味する。 

 仮に 3 名が留任を逃していれば、判事構成は 2027 年末まで 2 対 2 の同数体制となり、同州の政

治や選挙制度をめぐる訴訟で裁判所が明確な基準を示すことが難しくなる可能性が高かった。この点

35.40%
3,846,913

64.60%
7,012,111

出所：The New York Times（2025年11月25日現在）

カリフォルニア州提案50号住民投票結果

Yes

No

中間選挙に向け最大5席上積みの見通し
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を踏まえると、今回の結果は民主党にとって制度面での安定を確保するうえで大きな成果であり、

2026 年の選挙環境にも間接的な影響を及ぼす重要な意味合いを持つといえる。 

（6）ジョージア州：電気料金高騰がもたらした公益事業委員会での「番狂わせ」 

 ジョージア州では、公益事業委員会（Public「Service「Commission）の選挙で民主党が2議席を奪

い、予想外の成果を上げた。同委員会は電気料金やエネルギーインフラの規制を担う強力な権限を有

しており、民主党が委員を送り込むのは 2007年以来となる。今回の 2名の民主党候補はいずれも共

和党現職を破り、州政の力関係に新たな変化をもたらした。 

 背景には、電気料金の上昇に対する住民の強い不満がある。インフレの広がりとともに電力コスト

も急騰し、生活の負担感が増す中で、その怒りが投票行動に直結した形だ。委員の任期は6年と長く、

今回確保した2議席によって、民主党は今後のエネルギー政策や公益料金の方向性に持続的に影響を

及ぼすことになる。 

 今回の勝利は、生活コストが政治争点の中心に浮上する中で得られたものであり、同州選出のジョ

ン・オソフ上院議員が来年の中間選挙で改選を迎えるタイミングで起きた点でも注目される。電気料

金という身近な問題に対する反発が、州全体の政治力学にどのような波及効果をもたらすのか。今回

の結果は、その方向性を占う重要なシグナルとなっている。「  

（7）メイン州：共和党主導の投票制限措置に明確な“NO” 

 メイン州では、共和党が後押しした住民投票案件が大差で否決された。この提案は、身分証明書の

提示義務化、投票用紙の投函箱（ドロップボックス）の制限、郵便投票の厳格化など、投票手続きを

大幅に制限する内容を含んでいたもので、保守系活動家保守系活動家レナード・レオ3「氏の資金支援

を受け、トランプ派からも強く支持されていた。 

 事前の世論調査では賛否が拮抗し、最終週の段階で 50 対 50 に近い状況と見られていたが、投票

の結果は明確だった。提案は大きく差をつけられて否決され、共和党が各州で進める投票制限の流れ

に対し、有権者がはっきりと拒否の意思を示した形となった。 

 この結果は、2026 年の中間選挙を控え、投票制度をめぐる全国的な攻防が続く中で、共和党にと

って象徴的な後退を意味する。特にメイン州のような、民主党寄りながらも全くの「「青一色」ではな

い州で、これほど明確な否決が示されたことは、同様の試みを進める他州の共和党勢力に対しても無

視できないシグナルとなるだろう。 

２．2026年中間選挙に向けた情勢 

 2026 年の中間選挙に向け、現時点で示されている各種指標は、民主党にとって有利な政治環境が

整いつつあることを示している。これは、現職のトランプ共和党政権にとって看過できない警告サイ

ンでもある。今回の選挙では、民主党が明確な勢いを示しただけでなく、幅広いイデオロギー層に訴

求しながらも「生活コスト（affordability）」という最重要テーマでメッセージの一貫性を保てること

が証明された。選挙戦ごとに異なる戦術を採りながらも、最も有権者の関心が高い争点に照準を合わ

せ続けた点が、今回の勝利の原動力となった。 

  

 
3「レナード・レオ氏は、米国の保守系法律家ネットワークである「フェデラリスト・ソサエティ」の中心人物として

知られる保守派の政治・司法活動家である。共和党政権の司法戦略に深く関与し、連邦最高裁判事および連邦裁判所

判事の指名プロセスに影響力を持ち、ロバーツ、アリート、ゴーサッチ、カバノー、バレット各判事の指名に助言し

たことで知られる。 
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 バージニア州、ニュージャージー州で民主党候補が圧勝したことは、こうした流れを裏付ける。

両者はいずれも、2024年大統領選でのハリス前副大統領の勝差を大幅に上回った。スパンバーガー

氏はハリス氏の＋5.7%を大きく超える＋14.8%で勝利し、シェリル氏もハリス氏の＋5.9%を上回

る＋13.8%を獲得した。これらの結果は、実務志向の改革派候補が地域事情に即した形で有権者の

支持を広げれば、全国の党勢を上回る成果を挙げうることを示している。 

 今回の民主党の成功の背景には、候補者の「立ち位置」を柔軟に調整できる点がある。同党は、地

域ごとの政治環境に最も適したタイプの候補者を擁立しながら、全国的には「生活費の負担軽減」と

いう統一テーマを維持することに成功した。たとえば、スパンバーガー氏とシェリル氏は中道路線の

改革派として郊外の幅広い層を取り込み、ニューヨーク市のゾーラン・マムダニ氏は民主社会主義を

掲げて進歩派・若年層・マイノリティ層の支持を結集した。イデオロギー的には多様であっても、三

者をつなぐ核心テーマが生活費の高騰であった点は、一貫した党戦略の有効性を物語っている。 

 これに対し共和党は、トランプ氏および”MAGA”運動への忠誠が強い制約となり、州や選挙区ごと

の事情に合わせて柔軟に戦略を調整することが難しい。候補者がトランプ氏の政治スタイルやメッセ

ージから離れれば、党の基盤層やトランプ氏本人から批判を浴びる可能性が高く、選挙戦が不安定化

しやすい。こうした硬直性は、ジョージア州やアリゾナ州など接戦州で、本来なら中道路線の候補者

を擁立すれば勝てた選挙を取りこぼす一因となってきた。 

 共和党は、こうした戦略面での硬直性に加え、2025 年選挙で露呈した支持基盤の弱まりという負

のトレンドを抱えたまま2026 年の中間選挙に臨むことになる。さらに、これらの要因に加えて、中

間選挙そのものが歴史的に現職大統領の政党に不利に働くという「構造的逆風」も存在する。こうし

た複合的な弱点を抱えながら戦わざるを得ない点は、共和党にとって大きなリスクとなる。 

 歴史的に見れば、中間選挙は現職大統領に対する「成績表」として機能してきた。第二次世界大戦

以降、大統領の所属政党は下院で平均28議席、上院で平均 4議席を失っており、与党が勝利した例

外は 1934 年（FDR）、1998 年（クリントン）、2002 年（ブッシュ）の 3 回だけである。これらは

いずれも特殊事情が支えた例だ。 

 トランプ氏が「生活費の高騰」や「政治的分断」、さらには「政権運営への不信」といった構造的な

不満を解消できなければ、歴史は再び繰り返される可能性が高い。2026 年の議会選挙で民主党が議

席を伸ばすという見通しは、現時点ではベースラインとみなすのが妥当だろう。 

３．選挙での好調とは裏腹に、政府閉鎖が露呈させた党内の脆さ 

 43 日間に及ぶ米国史上最長の政府閉鎖が終結したことで、これまで民主党にとって追い風が続い

ていた政治環境に新たな不確実性が生じた。再開に向けた最終局面では、民主党上院議員 7名と同党

系の無所属 1名が造反し、共和党と協力して政府を 1月 30日まで再開させる法案に賛成した。この

時点で、民主党が掲げていた「閉鎖の長期化で共和党に譲歩を迫る」という圧力戦略は事実上行き詰

まった。 

 合意の中身も極めて限定的だった。食料費補助制度の通年予算、閉鎖中に解雇された約 4,200 人

の連邦職員の再雇用と給与の遡及支払い、そして最大の焦点であった ACA 保険料税額控除の延長に

ついては「将来的な採決の約束」にとどまった。こうした決着に対し、民主党議員や進歩派の活動家

からは強い反発が起きており、特に「医療費高騰の責任を共和党に問う明確な戦略を示せなかった」

として、シューマー上院院内総務への批判が高まっている。シューマー氏自身は当初から合意に反対

していたものの、党内では「戦略を一本化できなかった」との不満が根強い。 
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上院で採択された政府再開法案の主な内容 

41 日間に及ぶ政府閉鎖を終わらせるため、民主党籍 7名＋無所属 1名が造反し、共和党案に賛成。 

• 2026 年 1 月 30 日までのつなぎ予算を成立させ、政府機能を再開。 

• (1)軍事建設・退役軍人省、(2)農務省・食品医薬局、(3)議会の FY2026 通年予算を確保。 

• 補足的栄養支援計画「（Supplemental「Nutrition「Assistance「Program「 「SNAP）および婦人、乳児、子供のた

めの特別栄養補給制度（Women,「Infant,「and「Children:「WIC）の FY2026 通年予算を確保。 

• 政府閉鎖中に解雇された連邦職員約 4,200 人の再雇用 

• 政権は連邦職員の大量解雇を 1月末まで停止することを約束。 

• 休職扱いとなっていた職員には給与の遡及支払いを実施。 

• 政府閉鎖中に州政府が連邦業務の穴埋めとして拠出した支出の補償。 

• 先住民向け医療サービスへの増資。 

• 2021 年 1 月 6日の議会襲撃事件をめぐる特別検察官の捜査で、通信記録を押収された共和党上院議員８名に

対し、最大 50 万ドルまで政府を提訴できる権限を付与。 

【註】民主党側の最も重要な条件であった「ACA「（オバマケア）保険料税額控除の延長「は、最終合意には含まれず。

その代わりに、スーン上院共和党院内総務は、年内に延長案を採決かけると約束。 

 一方、民主党の造反議員が最終的に共和党案に同調した背景には、国民生活の急速な悪化があった。

トランプ氏がマー・ア・ラゴで「グレイト・ギャッツビー」4をテーマとしたハロウィーン・パーティ

ーを開く一方で、連邦職員の給与未払いは続き、航空管制官は職場に戻らず、運輸省は旅客便・貨物

便の大幅削減を指示した。年末商戦を控えて交通網と物流に混乱が広がる兆しが見え始めたことで、

「閉鎖を続けることによる人々の負担」と「トランプの無関心・さらなる暴走リスク」が、医療政策

で追加譲歩を引き出すことよりも重い判断材料となったと考えられる。加えて造反議員 8名はいずれ

も引退間近か次の改選が2026 年以降で、政治的な反発への耐性があった点も影響した。 

 党内では「今回の閉鎖で民主党は何も得られなかった」との批判も聞かれる一方、造反議員側は、

むしろ今回の混乱を通じて「「生活コストの問題に取り組む民主党」と「「日常の苦境から乖離した政権・

与党」との対比が鮮明になり、2026 年に向けて重要な争点として定着する可能性が高まったと反論

している。 

 しかし、現実として主要課題は何一つ解決していない。ACA保険料税額控除の延長問題は未解決の

ままであり、政府資金も1月 30 日で枯渇する。民主党は次の期限までに、まず「何を目標とするの

か」を明確にしなければならないが、党内の見解は深く割れている。 

 一つの立場は、再閉鎖の可能性を梃子にして共和党から税額控除の延長を引き出すべきだとするも

のだ。多くの共和党議員はイデオロギー上の理由で延長に反対しているが、そのまま失効させれば数

百万人の保険料が上昇し、政治的責任を背負うことになる。こうしたリスクを踏まえ、中間選挙を意

識して、共和党が短期的な延長に応じる可能性もあるという狙いだ。 

 もう一つの立場は、あえて延長を急がず、ACA保険料問題そのものを2026年の中間選挙に向けた

「政争の焦点」として残すべきだというものだ。この場合、閉鎖や値上げの責任を行政府・上下両院

を掌握する共和党に負わせられるうえ、有権者の関心が高い生活費の問題で攻勢を強めることができ

るという考えだ。 

  

 
4「トランプ大統領が政府閉鎖中に開催した「グレイト・ギャッツビー」風の豪奢なパーティーは、多くの国民にとっ

て象徴的な違和感を伴う出来事だった。同作品は 1920 年代の「繁栄の影に置き去りにされる人々」というテーマを

内包し、上流社会の浮世離れを象徴する。数百万人の連邦職員が給与未払いに直面し、航空・物流網に影響が出始め

ていた時期に、あえてその象徴性を帯びた演出を行うことは、国民の苦境からの断絶を示す行為として受け止められ

た。さらに、このタイミングが「偶然」ではなく、閉鎖による痛みを増幅させることで民主党側の結束を崩し、造反

を促すための政治的演出だったのではないかとの見方も少なくない。 
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 問題は、目標が定まらなければ戦略の統一が不可能だという点である。ACA延長を早期に実現し

たい勢力と、争点として活用したい勢力の対立は依然解消されておらず、党内の方向性は定まりき

らない。さらに問われるのは、シューマー院内総務がこの難局で党内を束ね、一つの目標と戦略に

収斂させる能力があるかどうかだ。政府閉鎖対応への不満を背景に、党内の指導力への疑念は広が

りつつあり、民主党が一致して次の局面に臨めるかどうかは不透明である。 

 さらに、もし党指導部が「譲歩より対立」を望む民主党支持者の期待に反する判断を下した場合、

来年の予備選で候補者が乱立し、党内が一層混乱するリスクもある。結束を維持できるかどうかは、

民主党の戦略だけでなく、2026年選挙の構図そのものを左右しかねない重大な要因となる。 

 

4．共和党も自らの「行き過ぎ」に苦しんでいる 

 政府閉鎖を通じて民主党の内部対立が浮き彫りになる一方で、共和党は別の問題を抱えている。そ

れは、上述した政党としての戦略的硬直性とは別に、トランプ氏自身の統治スタイルがもたらすリス

クが、政権 2期目に入り一段と深刻化している点である。 

 物価高や家計負担の悪化が続くなか、関税政策の副作用によりインフレ圧力はむしろ強まり、トラ

ンプ氏の支持率は就任後最低水準に落ち込んでいる。さらに、強硬な移民政策や対立をあおる政治姿

勢が「混乱の源」と受け止められ始め、政権運営そのものへの疑念が広がっている。 

 

 政府閉鎖が長期化し、経済指標の公表が滞ったことで、景気減速の兆候を見極めにくくなった点も

不信感を強めた。経済的な裏付けを欠く中での強硬姿勢は、「強さ」ではなく「行き過ぎ」と見なされ

るリスクが高い。 

 こうした状況は、共和党にとって「党の構造的な弱点」とは別次元の負担となる。トランプ氏個人

の支持率悪化や政策の負担増が、政党全体の評価に直結するためだ。2026 年の中間選挙では、共和

党は経済政策への不満と政権運営への不信という「「二重の逆風」を抱えたまま選挙戦に臨むことにな

る。これは民主党の勢い以上に、共和党自身に深刻なダメージをもたらしかねない。 

32%

59%

65%

33%

2025年3月

2017年4月

トランプ大統領と妥協すべき

自らの立場を貫くべき

民主党支持層を対象に「議会の民主党にどのような対応を望みますか」と尋ねたところ...

出所: NBC/WSJ Poll 2017年4月およびNBC News Poll2025年3月

民主党支持層、「妥協より党の主張堅持」を選考する傾向が強まる
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不支持

トランプ大統領支持率

政府閉鎖開始時（10月1日）での純支持率は-9.3%だったが、現在は-12.5%へと悪化

出所：Silver Bulletin
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５．2026年中間選挙を前に、トランプは変われるのか？ 

 2026年の中間選挙は、トランプ氏にとって政権運営の行方を左右する極めて重要な分岐点となる。

上院・下院のいずれかでも多数派を失えば、政権の立法アジェンダは事実上停滞し、後半任期の実効

性は大きく損なわれる。大統領令による統治を積極的に進めてきたとはいえ、予算措置を伴う政策に

ついては議会の協力なしには動かない。こうした事情から、同氏が連邦下院選挙区の再編に強い関心

を寄せ、与党に有利な地図作りを推し進めようとしているのは自然な流れと言える。また、異例とな

る「中間選挙年の党大会」を開催すると宣言し、自らの支持基盤を最大限に動員しようとする姿勢も

鮮明になっている。 

 政策面では、足元の不満に対処するため、いわば「短期的な痛み止め」とも言える施策が目立ち始

めた。医薬品価格の引き下げでは、1期目に導入を図った「MFN「（最低価格国）ルール」の再評価に

加え、割安薬を販売するオンラインプラットフォーム「TrumpRx」を積極的にアピールしている。さ

らに、関税負担によって収入が落ち込む農家に対しては総額 120 億ドル規模の支援を準備し、農村

部での支持固めに動いている。 

 その一方で、より大胆なポピュリスト的経済政策も打ち出しつつある。月々の返済負担を抑えるこ

とを目的とする「50 年住宅ローン」、高所得層を除く大半の国民に関税収入を原資として 2,000 ド

ルを給付する案、個々人の医療貯蓄口座（HSA）への直接拠出といった提案はその典型である。しか

し、これらの案には批判も多い。ウォール・ストリート・ジャーナル紙は「関税で国民に負担を強い

た後、給付金で人気取りを図っている」と指摘し、エコノミストの間でも、現在 3%前後のインフレ

率を再び押し上げる可能性を懸念する声が広がっている。 

 政治的な緊張は、むしろここからが本番である。もし共和党が中間選挙で大幅に議席を失えば、党

内におけるトランプ氏の求心力は急速に低下し、後半任期はレイムダック化が一気に進む可能性が高

い。すでにMAGA運動内部では、イスラエル対応、移民政策、医療制度、外交をめぐる意見の相違が

顕在化しつつあり、党内の分断要因となり得る。さらに、憲法上 3 期目の道が閉ざされている以上、

2026 年の結果次第では、有力議員や次世代の大統領候補がトランプ氏から距離を置き始めることは

想像に難くない。 

 結局のところ、2026年の中間選挙は単なる政権に対する中間評価ではなく、「トランプ氏が共和党

の中心であり続けられるか」を左右する決定的な分岐点となる。短期的な給付策で不満を和らげよう

とするのか、あるいはより根本的な路線転換に踏み込むのか。トランプ氏がどこまで姿勢を修正でき

るかが、政権の持続性と共和党の将来を大きく左右する。 

 とりわけ今回の2025年選挙で示された潮流は、トランプ氏にとって看過できない警告サインであ

る。バージニア州、ニュージャージー州、ニューヨーク市はいずれも基本的には民主党が強い地域だ
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出所： Silver Bulletin
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が、それでもなお、歴史的な投票率と二桁規模の大差が記録された点に重みがある。バンス副大統領

は「「民主党地盤ゆえの勝利」と説明するが、今回は生活コスト高騰やガバナンス不信への強い反発が

一気に噴き出す形となり、共和党候補はいずれの地域でも苦戦した。これは、2026 年の政治的地合

いがトランプ氏と共和党にとって想定以上に不利な方向へ傾きつつあることを示唆している。 
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